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 米上院情報特別委員会でコミー米連邦捜査局（ＦＢＩ）前長官の公聴会が開催された。 
 コミー前長官はトランプ大統領による司法妨害についての自身の判断を避けた。 
 最終的には特別検察官に任命されたモラー氏の捜査報告書次第だが、時間を要するとの見方も。 

出所）図表は各種報道等を基にニッセイアセットマネジメントが作成 

図表：捜査上の主な焦点と関係者の発言 

トランプ政権とロシアとの不透明な関係疑惑払拭には時間を要す 

 6月8日の米上院情報特別委員会でコミー前長官の公聴会が開催されました。その中で、コミー氏は注目さ
れていた司法妨害について、「フリン氏とロシアとの不透明な関係疑惑についての調査をトランプ大統領
から終了するように指示を受けたこと」には言及したものの、司法妨害に当たるかどうかの判断について
は明言しませんでした。また、「長官を突然解任された理由」について、トランプ大統領の説明は自身の
考えと異なっている旨の発言をしています。しかし、今回の公聴会では、大統領弾劾※1の手続きに入る十
分な根拠を得るには至りませんでした。 

 一方、当問題については元ＦＢＩ長官のモラー氏が特別検察官※2に任命されており、既に捜査が開始され
ています。モラー氏の捜査報告書は司法長官（副長官）に提出された後、議会にも報告されることから、
最終的には当該報告書が重要なカギを握るものと見られています。しかし、報告書は最短でも半年程度の
時間がかかるとの見方もあり、事態の収拾には時間を要するものと見られます。 

 同日のＮＹ株式市場、為替市場ともに特段の波乱はありませんでした。市場が最も懸念していたコミー前
長官の公聴会が終了したことから、今後は経済状況や企業業績の動向に注目が集まるものと見られます。 

 5月の米新車販売台数（前年同月比）が５ヵ月連続で減少する等米経済指標の中には勢いの鈍化を示すもの
もあり、約8年にわたる今回の景気回復もそろそろピークアウトを迎えるとの懸念もあります。しかし、5
月米失業率が4.3％と2001年以来の低い水準に低下する等堅調な雇用状態が続いていることや、企業業績
が堅調に推移すると見込まれていることから、業績動向に注目が集まれば米国株価は現状のもみあい状況
を脱し上昇に転じるものと見込まれます。 

※2 特別検察官とは、政権幹部らが関わる疑惑などを独立した立場で捜査するため、司法長官（副長官）が任命する。 
    刑事訴追を含めた大きな権限を持ち、司法省内外からスタッフを起用できる。 

※1 弾劾は下院（定数435）の過半数で発議。上院で連邦最高裁長官が裁判長、上院議員が陪審員を務める審理を開く。 
    上院（定数100）の３分の２以上が大統領を有罪と判断すれば罷免となる。 


	スライド番号 1

